
 

【表紙】

【提出書類】 半期報告書

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成18年12月８日

【中間会計期間】 第50期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)

【会社名】 大成ロテック株式会社

【英訳名】 TAISEI ROTEC CORPORATION

【代表者の役職氏名】 取締役社長  氏 原 完 典

【本店の所在の場所】 東京都中央区京橋三丁目13番１号 有楽ビル内

【電話番号】 東京03 3567局 9431(代表)

【事務連絡者氏名】 常務役員管理本部副本部長兼経理部長兼人事担当   

石 村 泰 庸

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区京橋三丁目13番１号 有楽ビル内

【電話番号】 東京03 3567局 9431(代表)

【事務連絡者氏名】 管理本部経理部・部長  佐 藤 利 材

【縦覧に供する場所】 大成ロテック株式会社 関西支社

 (大阪市中央区南船場一丁目14番10号)

大成ロテック株式会社 中部支社

 (名古屋市中区栄二丁目11番30号 セントラルビル内)

大成ロテック株式会社 東関東支社

 (千葉市中央区新町1000番地)

大成ロテック株式会社 花園営業所

 (埼玉県深谷市荒川35)

株式会社東京証券取引所

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号)



第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

   
(注) １ 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。)は含まれていない。 

２ 第48期中、第49期中及び第50期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、中間純損

失が計上されており、また、潜在株式がないため記載をしていない。 

３ 第48期及び第49期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため記載

をしていない。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

  

第一部 【企業情報】

回  次 第48期中 第49期中 第50期中 第48期 第49期

会計期間

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 34,300 37,771 42,876 115,286 122,346

経常損益 (百万円) △  2,299 △  2,447 △  2,041 1,425 1,156

中間（当期）純損益 (百万円) △  1,264 △  1,405 △  1,397 655 526

純資産額 (百万円) 40,127 40,846 40,866 42,170 42,436

総資産額 (百万円) 96,995 95,508 97,937 104,463 109,627

１株当たり純資産額 (円) 453.62 461.89 460.13 476.80 479.93

１株当たり
中間（当期）純損益

(円) △  14.29 △  15.90 △  15.81 7.41 5.95

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.4 42.8 41.5 40.4 38.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,095 806 1,491 △  317 238

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 436 1,495 776 1,048 829

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △  1,672 △  588 △  404 △  2,080 △  728

現金及び現金同等物 
の中間期末（期末）残高

(百万円) 4,920 5,425 5,913 3,711 4,050

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
1,323
(316)

1,309
(316)

1,325
(291)

1,295
(317)

1,304
(312)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

   
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第48期中、第49期中及び第50期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、中間純損

失が計上されており、また、潜在株式がないため記載をしていない。 

３ 第48期及び第49期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載をし

ていない。 

４ 従業員数は、就業人員数を表示している。 

  

回  次 第48期中 第49期中 第50期中 第48期 第49期

会計期間

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 32,255 33,881 39,717 109,013 113,764

経常損益 (百万円) △  2,288 △  2,459 △  1,840 1,384 1,029

中間(当期)純損益 (百万円) △  1,250 △  1,399 △  1,297 561 459

資本金 (百万円) 11,305 11,305 11,305 11,305 11,305

発行済株式総数 (千株) 88,517 88,517 88,517 88,517 88,517

純資産額 (百万円) 39,792 40,399 40,236 41,739 41,881

総資産額 (百万円) 92,402 90,593 93,444 99,467 104,222

１株当たり純資産額 (円) 449.83 456.84 455.05 471.93 473.65

１株当たり中間 
(当期)純損益

(円) △  14.14 △  15.82 △  14.68 6.34 5.19

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 3.00 3.00

自己資本比率 (％) 43.1 44.6 43.1 42.0 40.2

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(人)
1,200
(307)

1,193
(309)

1,208
(285)

1,169
(309)

1,188
(307)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社及び当社の関係会社（親会社、子会社４社、関連会社４社）が営む

事業の内容について、重要な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となった。 

 
(注) 外貨については、次の略号で表示している。 RMB … 中国・元 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間における平均雇用人員数を外数で

記載している。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は( )内に当中間会計期間における平均雇用人員数を外数で記載

している。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、提出会社において、大成ロテック社員組合と称する労働組合が昭和46年１月15日

に結成されており、平成18年９月末現在の組合員数は 802名となっている。上部団体には属していな

い。対会社関係においては、結成以来円満に推移しており、特記すべき事項はない。 

  

名称 住所 資本金 主要な事業の内容

議決権の
所有又は 
被所有割合
(％)

関係内容

（持分法適用関連会社）

北京市市政一建設工程 
有限責任公司

中国・北京市
千RMB
85,000

建設事業 17.65 役員の兼任等 １名

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

建設事業 812 (149)

製造・販売等事業 127 ( 95)

全社(共通) 386 ( 47)

合 計 1,325 (291)

従業員数(人) 1,208 (285)



第２ 【事業の状況】 

「第２ 事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期におけるわが国経済は、米国景気の鈍化による輸出の頭打ちやＩＴ関連業種の在庫調整など

により外需の足取りに弱さの兆しが見られたものの、個人消費と設備投資が好調な内需に支えられ、戦

後最長のいざなぎ景気に迫る景気回復基調を示してきた。  

 道路建設業界においては、民間設備投資の拡大基調が続いてはいるものの、歳出・歳入一体改革によ

る公共工事の削減・抑制が続き、企業間の価格競争には極めて激しいものがあった。  

 このような状況のもと、当社グループは収益力のある安定した経営基盤の確立を図るため、工事受注

やアスファルト合材等の製品販売に努めた結果、受注高は前年同期比 0.4％減の 483億２千４百万円

と、前年中間期を僅かに下回ったものの、売上高は前年同期比 13.5％増の 428億７千６百万円と、前

年中間期を上回った。  

 損益面については、売上高の増加や原価低減に努めた結果、経常損失 20億４千１百万円、中間純損

失 13億９千７百万円と、ともに前年中間期（経常損失 24億４千７百万円、中間純損失 14億５百万

円）を上回る結果となった。  

 なお、当社グループの売上高は、通常の営業形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合

が大きいため、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と

下半期の業績に季節的変動がある。 

  

事業の種類別セグメント状況については次のとおりである。（事業の種類別セグメントごとの業績に

ついては、セグメント間の内部売上高等を含めて記載している。） 

  

（建設事業） 

建設事業においては、受注高は 385億４千６百万円（前年同期比 2.7％減）、完成工事高は 330億９

千８百万円（前年同期比 14.6％増）となった。損益面については、完成工事高の増加に伴い、営業損

失が 11億９千２百万円となり、前年中間期（営業損失 13億８千８百万円）を上回る結果となった。 

  

（製造・販売等事業） 

製造・販売等事業においては、徹底した販売価格の見直しに努めた結果、売上高は 140億６千万円

（前年同期比 10.7％増）となり、損益面についても、固定費削減等により、営業利益が ２千５百万円

となり、前年中間期（営業損失 ５千８百万円）を上回る結果となった。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の中間期末残高は、59億

１千３百万円（前年同期比 ４億８千７百万円増加）となった。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、14億９千１百万円（前年同期比 ６億８

千４百万円資金増加）となった。これは、仕入債務が減少した一方で、工事・合材代金の回収が進み売

掛債権が減少したことが主な要因である。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の増加は、７億７千６百万円（前年同期比 ７億１

千９百万円資金減少）となった。これは、関係会社預け金が減少したことが主な要因である。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、４億４百万円（前年同期比 １億８千３

百万円資金増加）となった。これは、有利子負債の削減を目的とした借入金の返済が主な要因である。

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載していない。 

なお、下記の「(1) 受注実績」及び「(2) 売上実績」の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値

である。 

  

(1) 受注実績 

  

 
  

(2) 売上実績 

  

 
  

参考のため、提出会社個別の事業の状況を示すと次のとおりである。 

  

建設事業における状況 
 
① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

区 分
前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

建設事業        (百万円) 39,626 38,546

製造・販売等事業    (百万円) 8,879 9,778

合 計 48,506 48,324

区 分
前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

建設事業        (百万円) 28,892 33,098

製造・販売等事業    (百万円) 8,879 9,778

合 計 37,771 42,876

期 別 工種別
期首繰越 
工事高 
(百万円)

期中受注 
工事高 
(百万円)

計 
(百万円)

期中完成 
工事高 
(百万円)

期末繰越工事高
期中 
施工高 
(百万円)

手持 
工事高 
(百万円)

うち施工高 
(％)(百万円)

 

前中間会計期間

(自平成17年４月１日

至平成17年９月30日)

アスファルト舗装 30,362 26,306 56,668 18,896 37,771 38.8 14,673 24,779

コンクリート舗装 8,270 2,154 10,424 2,499 7,925 24.5 1,941 3,523

土木工事 15,678 8,269 23,947 4,956 18,991 20.3 3,848 6,807

計 54,311 36,729 91,041 26,352 64,688 31.6 20,463 35,110

 

当中間会計期間

(自平成18年４月１日

至平成18年９月30日)

アスファルト舗装 27,940 26,763 54,704 20,012 34,692 41.5 14,413 25,446

コンクリート舗装 7,425 2,686 10,111 3,088 7,023 31.7 2,224 4,386

土木工事 15,754 6,673 22,428 8,128 14,299 40.9 5,854 12,474

計 51,121 36,123 87,244 31,228 56,015 40.2 22,492 42,307

 

前事業年度

(自平成17年４月１日

至平成18年３月31日)

アスファルト舗装 30,362 70,038 100,400 72,460 27,940 32.1 8,978 72,648

コンクリート舗装 8,270 6,627 14,897 7,472 7,425 12.5 925 7,480

土木工事 15,678 12,247 27,926 12,171 15,754 9.6 1,508 11,682

計 54,311 88,913 143,224 92,103 51,121 22.3 11,413 91,811



(注) １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその

増減額を含む。従って、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。 

２ 期末繰越工事高の施工高は支出金により手持工事高の施工高を推定したものである。 

３ 期中施工高は(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致する。 

  

② 受注工事高及び完成工事高について 

最近３カ年についてみると、受注工事高においては、上半期に１年通期の39.7％～43.1％を受注して

いるが、完成工事高として上半期に計上できるものは、１年通期の27.9％～33.7％と少ない。これは、

工事の完成が、下半期に集中するという特殊事情によるものである。 

 
  

③ 完成工事高 

  

 

(注) １ 海外工事の地域別割合は、次のとおりである。 

 
  

２ 完成工事のうち主なものは、次のとおりである。 

  前中間会計期間の完成工事のうち請負金額１億円以上の主なもの 

 
  

期 別

受注工事高 完成工事高

１年通期 
(A) 

(百万円)

上半期 
(B) 

(百万円)
(B)／(A) 
（％）

１年通期
(C) 

(百万円)

上半期
(D) 

(百万円)

 
(D)／(C) 
（％）

第47期 89,355 38,520 43.1 89,797 30,249 33.7

第48期 89,292 35,476 39.7 88,290 24,623 27.9

第49期 88,913 36,729 41.3 92,103 26,352 28.6

第50期 ― 36,123 ― ― 31,228 ―

期 別

国 内 海 外
計 
(B) 

(百万円)
官公庁 
（百万円）

民 間
（百万円）

(A)
（百万円）

(A)／(B)
（％）

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

5,276 20,008 1,067 4.1 26,352

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

4,812 24,808 1,607 5.1 31,228

地 域 前中間会計期間（％） 当中間会計期間（％）

アジア 26.5 98.8

アフリカ 73.5 1.2

発注者 工事名称

日本中央競馬会 中山競馬場ダートコース路盤改造工事

成田国際空港株式会社 第一期エプロン舗装改修工事（第５サテライト周辺その２）

首都高速道路公団 床版耐久性向上対策工事（４）（横浜）

神戸市 神戸空港誘導路等舗装工事

国土交通省 黄金地区電線共同溝舗装工事



  当中間会計期間の完成工事のうち請負金額１億円以上の主なもの 

 
  

３ 完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであ

る。 

 
  

④ 手持工事高(平成18年９月30日現在) 
  

 

(注) 手持工事のうち請負金額１億円以上の主なものは、次のとおりである。 

 
  

製造・販売等事業における状況 
 
アスファルト合材等の販売状況 

 
  

発注者 工事名称

国土交通省 浜松町舗装修繕工事

東京地下鉄株式会社 東陽町駅改良土木工事に伴う道路本復旧工事

中日本高速道路株式会社 第二名神高速道路 鈴鹿トンネル舗装工事

日本下水道事業団 大西町大西水処理センター建設工事

防衛施設庁 新田原（１６）駐機場新設等土木その他工事

相手先

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

売上高(百万円) 割合(％) 売上高(百万円) 割合(％)

大成建設株式会社 4,244 16.1 6,580 21.1

国 内 海 外 計 
(B) 

(百万円)
官公庁 
（百万円）

民 間 
（百万円）

(A)
（百万円）

(A)／(B)
（％）

22,516 31,567 1,932 3.4 56,015

発注者 工事名 完成予定年月

国土交通省 新千歳空港 高速脱出誘導路改良工事 平成19年１月

国土交通省 日本海沿岸東北自動車道 二十六木道路舗装工事 平成19年６月

長柄町 長柄中学校グラウンド整備工事その７ 平成19年３月

国立大学法人富山大学 富山大学基幹・環境整備（排水その他）工事 平成19年３月

西日本高速道路株式会社 中国自動車道 厚狭川橋床版補修工事 平成19年３月

アスファルト合材
その他売上金額
(百万円)

売上高合計 
(百万円)売上数量(t)

売上金額
(百万円)

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

922,186 5,652 1,876 7,528

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

913,331 6,176 2,312 8,488

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

2,440,306 15,626 6,034 21,661



３ 【対処すべき課題】 

わが国経済は確かな景気回復基調を示しつつあるものの、道路建設市場は依然として縮減傾向にある。

当社グループは、かかる未曾有の厳しい経営環境にあっても安定した収益の確保を得るため、経営資源の

効率的運用、人材等の資源の重点配分、公共工事品質確保法への対応強化を推進しながら、①技術力の向

上と価格競争力に基づく受注力の強化、②生産性の向上と徹底した調達コストの低減、③業務改善を通じ

た間接部門のスリム化・効率化等による経費削減、財務力強化を確実に進めて収益力の向上を図ってい

く。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  

５ 【研究開発活動】 

提出会社では、技術研究所が中心となり、顧客のニーズに応え、市場における優位性を確保することを

目的に、新技術の研究開発を行っている。 

 当中間連結会計期間に支出した研究開発費は１億４千９百万円である。なお、提出会社の研究開発活動

は、建設事業部門、製造・販売等事業部門が一体となって行っているため、部門別の区分が困難であるこ

とから一括して記載している。 

  

（主な研究開発活動） 

①車道への適用を目標としたアスファルト舗装型保水性舗装用給水システムの開発 

夏季歩行者の快適性向上等が期待できる「保水性舗装：クールロード」を商品化しているが、晴天

が継続すると数日で効果が低下する。解決策として、歩道舗装用「ブロック型保水性舗装用給水シス

テム」を開発し、当中間連結会計期間から三鷹駅前広場等に適用を開始した。現在は、車道用の「ア

スファルト舗装型保水性舗装用給水システム」の開発を試みている。 

  

②アスファルト系弾性舗装の施工性の改善および低廉化 

バリアフリーを目指した舗装材料として、弱者から健常者までの歩きやすさ・転倒時の衝撃安全

性・車椅子の走行しやすさを兼ね備えた「アスファルト系弾性舗装：ソフトウォーク」を商品化して

いる。現在、施工性の改善および低廉化を目標に、主としてバインダとゴムチップの改良を実施して

いる。 

  

③軽交通道路への適用が可能な土系舗装の開発 

現状の土系舗装は強度が小さいことなどから、公園や遊歩道などの限られた場所に適用されてい

る。なお、観光地等の軽交通道路などでは、景観に配慮して、土の風合いを活かした土系舗装のニー

ズが存在している。これを踏まえ、「軽交通用土系舗装」の開発を目標に、混合タイプと浸透タイプ

の樹脂系バインダの併用、粒度改良等を検討している。 

  

④鋼床版の疲労耐久性向上を目的としたＳＦＲＣ舗装による補強効果の確認実験 

重交通路線の鋼床版橋では、溶接部に疲労損傷が散見されている。この対応策として、舗装の一部

（下層）に鋼繊維で補強したセメントコンクリート（ＳＦＲＣ）を用い、鋼床版と一体とすることで

補強する手法を検討している。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種 類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月８日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名

内容

普通株式 88,517,637 88,517,637
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 88,517,637 88,517,637 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日

― 88,517,637 ― 11,305 ― 10,857



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 上記持株数のうち、信託銀行各社の持株数については、すべて信託業務に係る株式数である。 

  

氏名又は名称 住 所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

大成建設株式会社 東京都新宿区西新宿１－25－１ 51,508 58.19

大成ロテック従業員持株会
東京都中央区京橋３－13－１
有楽ビル

3,006  3.40

ステート ストリート バンク ア
ンド トラスト カンパニー ５０
５０１９

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O.BOX
518 IFSC DUBLIN,IRELAND

1,938  2.19

（常任代理人 株式会社みずほコー
ポレート銀行兜町証券決済業務室）

（東京都中央区日本橋兜町６－７）

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社

東京都中央区晴海１－８－11 1,720  1.94

シービーエヌワイ デイエフエイ 
インターナショナル キャップ バ
リュー ポートフォリオ

1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA
MONICA,CA 90401 USA

995  1.12

（常任代理人  シティバンク，エ
ヌ・エイ東京支店）

（東京都品川区東品川２－３－14）

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社

東京都港区浜松町２－11－３ 805  0.91

モルガン・スタンレーアンドカンパ
ニーインク

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK
10036,U.S.A.

528  0.60
（常任代理人 モルガン・スタンレ
ー証券株式会社）

（東京都渋谷区恵比寿４－20－３ 
恵比寿ガーデンプレイスタワー）

資産管理サービス信託銀行株式会社
東京都中央区晴海１－８－12
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟

525  0.59

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 364  0.41

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－５ 353  0.40

計 ― 61,743 69.75



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 8,000株含まれている。 

また「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれている。 

    

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載した。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

  

区 分 株式数(株) 議決権の数(個) 内 容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式     94,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式    88,069,000 88,069 ―

単元未満株式 普通株式       354,637 ― ―

発行済株式総数 88,517,637 ― ―

総株主の議決権 ― 88,069 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式）
大成ロテック株式会社

東京都中央区京橋３－13－１ 94,000 ― 94,000 0.1

計 ― 94,000 ― 94,000 0.1

月 別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 287 271 241 227 228 233

最低(円) 263 235 201 196 201 212



第５ 【経理の状況】 

 
(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規

則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載している。 

 なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24

年建設省令第14号)に準じて記載している。 

 なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成している。 

  

 
当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)及び前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに当中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けて

いる。 

  

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区 分
注記
番号

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金預金 5,425 5,913 4,050

     受取手形・完成工事
   未収入金等

※３ 26,061 30,331 52,129

   未成工事支出金等 21,219 20,202 12,025

   関係会社預け金 1,200 ― 993

   その他 ※３ 4,443 4,828 3,641

   貸倒引当金 △ 295 △ 257 △ 620

    流動資産合計 58,054 60.8 61,018 62.3 72,220 65.9

Ⅱ 固定資産

    有形固定資産 ※１

    建物・構築物 7,311 7,066 7,258

    機械装置・運搬具・
       工具器具備品

4,453 3,846 4,051

    土地 15,461 15,423 15,784

    その他 72 27,299 76 26,413 23 27,118

    無形固定資産 2,188 1,973 2,095

    投資その他の資産

    繰延税金資産 3,330 2,571 2,553

    その他 5,131 6,574 6,160

    貸倒引当金 △ 496 7,965 △ 615 8,531 △ 519 8,193

    固定資産合計 37,453 39.2 36,918 37.7 37,407 34.1

  資産合計 95,508 100.0 97,937 100.0 109,627 100.0



 

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区 分
注記
番号

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

    支払手形・工事未払金等 ※３ 29,041 32,165 45,869

      短期借入金 1,290 2,170 2,290

    一年以内償還の社債 ― 1,000 1,000 

    未成工事受入金 9,878 9,222 5,674

    完成工事補償引当金 53 75 56

   工事損失引当金 43 34 72

   その他 3,630 3,786 3,014

    流動負債合計 43,938 46.0 48,454 49.5 57,977 52.9

Ⅱ 固定負債

   社債 1,000 ― ―

   長期借入金 3,160 2,000 2,020

   退職給付引当金 4,341 3,861 4,177

   役員退職慰労引当金 235 306 271

   環境対策引当金 ― 23 ―

   その他 1,728 2,425 2,479

    固定負債合計 10,466 11.0 8,616 8.8 8,949 8.2

  負債合計 54,404 57.0 57,070 58.3 66,926 61.1

(少数株主持分)

  少数株主持分 257 0.2 ― ― 264 0.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 11,305 11.8 ― ― 11,305 10.3

Ⅱ 資本剰余金 10,857 11.4 ― ― 10,857 9.9

Ⅲ 利益剰余金 17,592 18.4 ― ― 19,524 17.8

Ⅳ 土地再評価差額金 215 0.2 ― ― △ 536 △0.5

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金

888 1.0 ― ― 1,266 1.2

Ⅵ 為替換算調整勘定 2 0.0 ― ― 37 0.0

Ⅶ 自己株式 △ 15 △0.0 ― ― △ 18 △0.0

  資本合計 40,846 42.8 ― ― 42,436 38.7

  負債、少数株主持分及び 
  資本合計

95,508 100.0 ― ― 109,627 100.0



 

  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区  分
注記
番号

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 ― ― 11,305 11.5 ― ―

   資本剰余金 ― ― 10,857 11.1 ― ―

   利益剰余金 ― ― 17,899 18.3 ― ―

   自己株式 ― ― △ 18 △0.0 ― ―

     株主資本合計 ― ― 40,044 40.9 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

― ― 1,184 1.2 ― ―

   土地再評価差額金 ― ― △ 575 △0.6 ― ―

   為替換算調整勘定 ― ― 32 0.0 ― ―

      評価・換算差額等合計 ― ― 641 0.6 ― ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ― 180 0.2 ― ―

  純資産合計 ― ― 40,866 41.7 ― ―

   負債純資産合計 ― ― 97,937 100.0 ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区 分
注記
番号

金 額 
(百万円)

百分比
(％)

金 額
(百万円)

百分比
(％)

金 額 
(百万円)

百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１ 37,771 100.0 42,876 100.0 122,346 100.0

Ⅱ 売上原価 36,733 97.2 41,692 97.2 114,076 93.3

   売上総利益 1,037 2.8 1,184 2.8 8,270 6.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 3,510 9.3 3,213 7.5 7,253 5.9

   営業利益 ― ― ― ― 1,016 0.8

   営業損失 2,472 △6.5 2,028 △4.7 ― ―

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 3 8 7

   受取配当金 17 19 27

   受取手数料 6 5 11

   持分法による投資利益 24 ― 162

   為替差益 13 2 24

   その他 18 82 0.2 13 50 0.1 32 265 0.2

Ⅴ 営業外費用

   支払利息 53 52 110

   持分法による投資損失 ― 7 ―

   その他 3 56 0.2 4 63 0.2 14 125 0.1

   経常利益 ― ― ― ― 1,156 0.9

   経常損失 2,447 △6.5 2,041 △4.8 ― ―

Ⅵ 特別利益

   前期損益修正益 ※３ 380 77 297

   固定資産売却益 ※４ 1 46 2

   投資有価証券売却益 33 13 93

   その他 3 419 1.1 0 138 0.4 3 397 0.3

Ⅶ 特別損失

   会員権評価損 8 12 ―

   固定資産売却損 ※５ 9 65 49

   固定資産除却損 19 14 36

   減損損失 19 26 19

   係争関係費 15 ― 36

   環境対策引当金繰入額 ― 23 ―

   その他 9 80 0.2 24 168 0.4 55 198 0.1

   税金等調整前    
   当期純利益

― ― ― ― 1,355 1.1

   税金等調整前 
   中間純損失

2,108 △5.6 2,071 △4.8 ― ―

   法人税、住民税 
   及び事業税

△ 696 △1.9 △ 590 △1.3 830 0.7

   少数株主損失 5 0.0 83 0.2 1 0.0

   当期純利益 ― ― ― ― 526 0.4

   中間純損失 1,405 △3.7 1,397 △3.3 ― ―



③ 【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

   〔中間連結剰余金計算書〕 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区 分
注記 
番号

金 額
(百万円)

金 額 
(百万円)

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 10,857 10,857

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

10,857 10,857

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 19,260 19,260

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 ― 526

   土地再評価差額金取崩額 2 2 2 529

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 265 265

   中間純損失 1,405 1,671 ― 265

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

17,592 19,524



  〔中間連結株主資本等変動計算書〕 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注１）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

（注２）土地再評価差額金取崩額である。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 11,305 10,857 19,524 △18 41,669

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注１) △265 △265

 中間純損失 △1,397 △1,397

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の処分 0 0 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

(注２)    38 38

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

0 △1,624 △0 △1,624

平成18年９月30日残高(百万円) 11,305 10,857 17,899 △18 40,044

評価・換算差額等
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,266 △536 37 767 264 42,701

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当(注１) △265

 中間純損失 △1,397

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△82 △38 △5 △126 △83 △171

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△82 △38 △5 △126 △83 △1,834

平成18年９月30日残高(百万円) 1,184 △575 32 641 180 40,866



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区 分
注記 
番号

金 額
(百万円)

金 額
(百万円)

金 額 
(百万円)

Ⅰ 営業活動による
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間（当期）
   純利益・損失（△）

△  2,108 △  2,071 1,355

   減価償却費 964 846 1,946

   減損損失 19 26 19

   貸倒引当金の増加・
   減少（△）額

△  283 △  267 63

   工事損失引当金の増加・
   減少（△）額

― △  38 72

   退職給付引当金の増加・
   減少（△）額

△  230 △  316 △  394

   受取利息及び受取配当金 △  20 △  28 △  34

   支払利息及び社債利息 53 52 110

   売上債権の増加(△)・減少額 19,150 21,798 △  6,917

   未成工事支出金等の
   増加（△）・減少額

△  9,464 △  8,176 △  282

   流動資産・その他の
   増加（△）・減少額

△  470 △  755 △  507

   仕入債務の増加・減少(△)額 △  10,294 △  13,704 6,534

   未成工事受入金の増加・
   減少（△）額

3,786 3,545 △  417

   流動負債・その他の増加・
   減少（△）額

△  158 680 △  857

   その他 △  68 △  15 △ 275

    小計 876 1,575 415

   利息及び配当金の受取額 58 63 75

   利息の支払額 △  54 △  51 △ 111

   法人税等の支払額 △  72 △  96 △ 141

   営業活動による
   キャッシュ・フロー

806 1,491 238



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区 分
注記 
番号

金 額
(百万円)

金 額
(百万円)

金 額 
(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   有価証券・投資有価証券の 
   取得による支出

△  220 △  2 △  247

   有価証券・投資有価証券の 
   売却等による収入

10 83 174

   有形固定資産の 
   取得による支出

△  838 △  362 △  1,698

   有形固定資産の 
   売却による収入

317 454 371

   無形固定資産の 
   取得による支出

△  37 △  0 △  65

   出資金の拠出による支出 ― △  44 △  214

   貸付による支出 △  42 △  360 △  68

   関係会社貸付金の 
   回収による収入

― 15 25

   関係会社預け金の 
   増加(△)・減少額

2,298 993 2,504

   その他 9 △  0 48

    投資活動による 
    キャッシュ・フロー

1,495 776 829

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   長期借入金の 
   返済による支出

△  288 △  140 △  428

   配当金の支払額 △  264 △  264 △  265

   少数株主への 
   払戻金の支出

△  32 ― △  32

   自己株式の 
   取得による支出

△  2 △  0 △ 5

   その他 ― 0 2

    財務活動による 
    キャッシュ・フロー

△  588 △  404 △ 728

Ⅳ 現金及び現金同等物の 
  増加・減少（△）額

1,714 1,863 339

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

3,711 4,050 3,711

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末（期末）残高

※１ 5,425 5,913 4,050



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関

する事項
 すべての子会社(㈱ボー、

青葉クリエイト㈱、アグリ

テック㈱)を連結している。

 なお、南大阪アスコン㈱

は清算したことにより、連

結子会社から除外してい

る。

 すべての子会社（４社）

を連結している。 

連結子会社名 

  ㈱ボー 

  青葉クリエイト㈱ 

  アグリテック㈱ 

  ㈲大成ファーム・大滝

 すべての子会社（４社）

を連結している。 

連結子会社名 

  ㈱ボー 

  青葉クリエイト㈱ 

  アグリテック㈱ 

  ㈲大成ファーム・大滝 

 なお、㈲大成ファーム・

大滝については設立したこ

とにより当連結会計年度よ

り連結子会社に含めること

とした。また、南大阪アス

コン㈱は清算したことによ

り、連結子会社から除外し

ている。

２ 持分法の適用に

関する事項
 すべての関連会社（３

社）に対する投資について

持分法を適用している。

 関連会社名

  加賀アスコン㈱

  北京路新大成アスコン

  有限公司

  北京路新大成景観舗装

  有限公司

 すべての関連会社（４

社）に対する投資について

持分法を適用している。

 関連会社名

  加賀アスコン㈱

  北京路新大成アスコン

  有限公司

  北京路新大成景観舗装

  有限公司

  北京市市政一建設工程

  有限責任公司

 なお、北京市市政一建設

工程有限責任公司について

は、新たに投資したことに

より、当中間連結会計期間

より持分法適用の関連会社

に含めている。

 すべての関連会社（３

社）に対する投資について

持分法を適用している。

 関連会社名

  加賀アスコン㈱

  北京路新大成アスコン

  有限公司

  北京路新大成景観舗装

  有限公司 

 

３ 連結子会社の中

間決算日 (決算

日)等に関する事

項

 連結子会社のうち、アグ

リテック㈱の中間決算日は

８月31日である。中間連結

財務諸表の作成にあたって

は、同中間決算日現在の中

間財務諸表を使用してい

る。ただし、中間連結決算

日までに発生した重要な取

引については、連結上必要

な調整を行っている。上記

以外の連結子会社の中間決

算日は中間連結財務諸表提

出会社と同一である。

 連結子会社のうち、アグ

リテック㈱の中間決算日は

８月31日であったが、当中

間連結会計期間より中間決

算日を変更し９月30日とし

たことにより、同社の当中

間連結会計期間は会計期間

は３月１日から９月30日ま

での７ヶ月となっている。 

 中間連結財務諸表の作成

にあたっては、同中間決算

日現在の中間財務諸表を使

用している。

 連結子会社のうち、アグ

リテック㈱の決算日は２月

28日である。連結財務諸表

の作成にあたっては、同決

算日現在の財務諸表を使用

している。ただし、連結決

算日までの期間に発生した

重要な取引については、連

結上必要な調整を行ってい

る。上記以外の連結子会社

の事業年度は連結財務諸表

提出会社と同一である。



  

 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に

関する事項

(1) 重要な資産の

評価基準及び

評価方法

有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

   (評価差額は全部資本

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

   (評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

有価証券

 その他有価証券

  時価のあるもの

   決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

   (評価差額は全部資本

直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定)

  時価のないもの

   移動平均法による原

価法

  時価のないもの

   移動平均法による原

価法

  時価のないもの

   移動平均法による原

価法

デリバティブ

  時価法

デリバティブ

  時価法

たな卸資産

 未成工事支出金

  個別法による原価法

 材料貯蔵品

  移動平均法による原価

法

たな卸資産

 未成工事支出金

同  左

 材料貯蔵品

同  左

たな卸資産

 未成工事支出金

同  左

 材料貯蔵品

同  左

(2) 重要な減価償

却資産の減価

償却の方法

有形固定資産

 建物(建物附属設備は除

く)は、主として定額法、建

物以外については、主とし

て定率法によっている。

 なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっている。

有形固定資産

同  左

有形固定資産

同  左

無形固定資産

 定額法によっている。な

お、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と

同一の基準によっている。

 ただし、自社利用のソフ

トウエアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によって

いる。

無形固定資産

同  左

無形固定資産

同  左

 



 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 重要な引当金

の計上基準

貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上してい

る。

貸倒引当金

同  左

貸倒引当金

同  左

完成工事補償引当金

 完成工事にかかるかし担

保の費用に備えるため、当

中間連結会計期間末に至る

１年間の完成工事高に対

し、過去の一定期間におけ

る補償実績率による算定額

を計上している。

完成工事補償引当金

同  左

完成工事補償引当金

 完成工事にかかるかし担

保の費用に備えるため、過

去の一定期間における補償

実績率による算定額を計上

している。

工事損失引当金

 受注工事にかかる将来の

損失に備えるため、当中間

連結会計期間末手持工事の

うち損失の発生が見込ま

れ、かつ、その金額を合理

的に見積もることが出来る

工事について、損失見込額

を計上している。

工事損失引当金

同  左

工事損失引当金

 受注工事にかかる将来の

損失に備えるため、当連結

会計年度末手持工事のうち

損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見

積もることができる工事に

ついて、損失見込額を計上

している。

退職給付引当金

 従業員及び執行役員の退

職給付に備えるため、従業

員については当連結会計年

度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基

づき、当中間連結会計期間

末において発生していると

認められる額を、また、執

行役員については内規に基

づく当中間連結会計期間末

要支給額を計上している。

 過去勤務債務は、その発

生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法に

より費用処理している。

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10

年)による定率法により按分

した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理

している。

退職給付引当金

同  左

退職給付引当金

 従業員及び執行役員の退

職給付に備えるため、従業

員については当連結会計年

度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基

づき、また、執行役員につ

いては内規に基づく当連結

会計年度末要支給額を計上

している。

 過去勤務債務は、その発

生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法に

より費用処理している。

 数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10

年)による定率法により按分

した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理

している。

 



前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

役員退職慰労引当金
 取締役及び監査役の退職
慰労金の支給に備えるため
内規に基づく当中間連結会
計期間末要支給額を計上し
ている。

役員退職慰労引当金

同  左

役員退職慰労引当金
 取締役及び監査役の退職
慰労金の支給に備えるため
内規に基づく当連結会計年
度末要支給額を計上してい
る。

    ――――― 環境対策引当金
「ポリ塩化ビフェニル廃棄
物の適正な処理の推進に関
する特別措置法」によって
処理することが義務付けら
れているＰＣＢ廃棄物の処
理に備えるため、その処理
費用見込額を計上してい
る。

   ―――――

(4) 重要なリース
取引の処理方
法

 リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引にかかる方
法に準じた会計処理によっ
ている。

同  左 同  左

(5) 重要なヘッジ
会計の方法

① ヘッジ会計の方法
 外貨建予定取引にかかる
為替予約については、繰延
ヘッジ処理によっている。
また、特例処理の要件を満
たす金利スワップについて
は、当該処理方法によって
いる。

① ヘッジ会計の方法
 金利スワップの特例処理
の要件を満たしているた
め、当該処理方法によって
いる。

① ヘッジ会計の方法
 外貨建予定取引にかかる
為替予約については、繰延
ヘッジ処理によっている。
また、特例処理の要件を満
たす金利スワップについて
は、当該処理方法によって
いる。

② ヘッジ手段とヘッジ対象
  ヘッジ手段
   デリバティブ取引
   (金利スワップ及び為

替予約)

② ヘッジ手段とヘッジ対象
  ヘッジ手段
   デリバティブ取引
   (金利スワップ)

② ヘッジ手段とヘッジ対象
  ヘッジ手段
   デリバティブ取引
   (金利スワップ及び為

替予約)

  ヘッジ対象
 相場変動等による損失の
可能性がある資産又は負債
のうち、相場変動等が評価
に反映されていないもの及
びキャッシュ・フローを固
定することにより、相場変
動等による損失の可能性が
回避されるもの。

  ヘッジ対象
 キャッシュ・フローを固
定することにより、相場変
動等による損失の可能性が
回避されるもの。

  ヘッジ対象
 相場変動等による損失の
可能性がある資産又は負債
のうち、相場変動等が評価
に反映されていないもの及
びキャッシュ・フローを固
定することにより、相場変
動等による損失の可能性が
回避されるもの。

③ ヘッジ方針
 金利変動リスクの減殺並
びに金融費用及び為替リス
クの低減を目的とし、為替
予約取引及びデリバティブ
取引の執行と管理に関する
権限・責任・実務内容等を
定めた内規に基づいた運用
を実施している。

③ ヘッジ方針
 金利変動リスクの減殺並
びに金融費用の低減を目的
とし、デリバティブ取引の
執行と管理に関する権限・
責任・実務内容等を定めた
内規に基づいた運用を実施
している。

③ ヘッジ方針
 金利変動リスクの減殺並
びに金融費用及び為替リス
クの低減を目的とし、為替
予約取引及びデリバティブ
取引の執行と管理に関する
権限・責任・実務内容等を
定めた内規に基づいた運用
を実施している。

④ ヘッジ有効性評価の方法
 ヘッジ手段とヘッジ対象
の時価変動額比率によって
有効性を評価し、６ヶ月毎
に有効性の検証を実施して
いる。

④ ヘッジ有効性評価の方法
 特例処理によっているた
め、ヘッジ有効性の評価を
省略している。

④ ヘッジ有効性評価の方法
 ヘッジ手段とヘッジ対象
の時価変動額比率によって
有効性を評価し、６ヶ月毎
に有効性の検証を実施して
いる。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(6) その他中間連

結 財 務 諸 表

（連結財務諸

表）作成 のた

めの基本とな

る重要な事項

売上高の計上基準

 請負工事にかかる収益の

計上は、工事完成基準によ

っているが、長期大型工事

（請負金額５億円以上かつ

工期１年超の工事）に限

り、工事進行基準によって

いる。ただし、一部の連結

子会社は一定の基準に該当

する工事について工事進行

基準によっている。

売上高の計上基準

 請負工事にかかる収益の

計上は、工事完成基準によ

っているが、長期大型工事

（請負金額５億円以上かつ

工期１年超の工事）に限

り、工事進行基準によって

いる。ただし、一部の連結

子会社は一定の基準に該当

する工事について工事進行

基準によっている。

売上高の計上基準

 請負工事にかかる収益の

計上は、工事完成基準によ

っているが、長期大型工事

（請負金額５億円以上かつ

工期１年超の工事）に限

り、工事進行基準によって

いる。ただし、一部の連結

子会社は一定の基準に該当

する工事について工事進行

基準によっている。

（会計処理の変更）

 請負工事にかかる収益の

計上は、従来、当社は工事

完成基準を原則として、請

負金額10億円以上かつ工期

１年超の工事に限り工事進

行基準を適用し、連結子会

社は工事完成基準によって

いたが、当中間連結会計期

間に着手した工事より、当

社は工事進行基準の適用範

囲を請負金額５億円以上の

工事に拡大し、一部の連結

子会社は一定の基準に該当

する工事について工事進行

基準を適用することとし

た。

 この変更は、受注環境の

変化により工事の請負金額

が小型化傾向にあり、今後

もその傾向が継続すると見

込まれることから、国際的

な会計基準の動向を踏ま

え、期間損益計算のより一

層の適正化を図るために行

ったものである。

 この変更により、従来の

基準によった場合に比べ、

売上高が44百万円及び売上

総利益が４百万円それぞれ

多く、営業損失、経常損失

及び税金等調整前中間純損

失がそれぞれ４百万円少な

く計上されている。

 なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載している。

 

 

（会計処理の変更）

  請負工事にかかる収益の

計上は、従来、当社は工事

完成基準を原則として、請

負金額10億円以上かつ工期

１年超の工事に限り工事進

行基準を適用し、連結子会

社は工事完成基準によって

いたが、当連結会計年度に

着手した工事より、当社は

工事進行基準の適用範囲を

請負金額５億円以上の工事

に拡大し、一部の連結子会

社は一定の基準に該当する

工事について工事進行基準

を適用することとした。 

 この変更は、受注環境の

変化により工事の請負金額

が小型化傾向にあり、今後

もその傾向が継続すると見

込まれることから、国際的

な会計基準の動向を踏ま

え、期間損益計算のより一

層の適正化を図るために行

ったものである。 

 この変更により、従来の

基準によった場合に比べ、

売上高が 633百万円、売上

総利益、営業利益、経常利

益及び税金等調整前当期純

利益がそれぞれ 14百万円多

く計上されている。 

 なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所に

記載している。



 
  

      会計処理の変更 

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

消費税等の会計処理

 消費税等に相当する額の

会計処理は、税抜方式によ

っている。

消費税等の会計処理

同  左

消費税等の会計処理

同  左

５ 中間連結キャッ

シュ・フロー計

算書（連結キャ

ッシュ・フロー

計算書）におけ

る資金の範囲

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヵ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなる。

同  左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヵ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなる。

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

    ――――――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準)

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、40,686百万円である。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成している。

    ―――――――――

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

(中間連結損益計算書関係)

  従来、区分掲記していた特別損失の「会員権貸倒

損失」は、当中間連結会計期間において特別損失の

総額の100分の10以下となったので、「その他」に含

めて表示することに変更した。

  なお、当中間連結会計期間の「その他」に含めた

会員権貸倒損失の金額は０百万円である。

        ―――――――――

  

   



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、36,103百万円である。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、36,086百万円である。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、36,093百万円である。

 ２ 保証債務

    連結会社以外の会社の銀行

借入金等について保証を行っ

ている。

   加賀アスコン㈱  866百万円

 ２ 保証債務

    連結会社以外の会社の銀行

借入金等について保証を行っ

ている。

   加賀アスコン㈱  801百万円

   羽田空港国際線
   エプロンＰＦＩ㈱  5   

計      806

 ２ 保証債務

    連結会社以外の会社の銀行

借入金等について保証を行っ

ている。

  加賀アスコン㈱  768百万円

※３   ――――――― ※３  中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

している。 

なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高に含まれてい

る。

   受取手形     607百万円

   流動資産「その他」
  （営業外受取手形）  68百万円

      支払手形    69百万円

※３   ―――――――



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 工事進行基準による完成工事

高は、1,068百万円である。

※１ 工事進行基準による完成工事

高は、3,375百万円である。

※１ 工事進行基準による完成工事

高は、3,919百万円である。

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費用及び金額は、次のと

おりである。

従業員給料手当 1,486百万円

退職給付費用 137百万円

役員退職慰労 
引当金繰入額

28百万円

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費用及び金額は、次のと

おりである。

従業員給料手当 1,347百万円

退職給付費用 65百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

34百万円

貸倒引当金繰入額 106百万円

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費用及び金額は、次のと

おりである。

従業員給料手当 2,949百万円

退職給付費用 254百万円

役員退職慰労
引当金繰入額

64百万円

貸倒引当金繰入額 304百万円

※３ 前期損益修正益の内訳は、次

のとおりである。

貸倒引当金 
戻入益

148百万円

償却済債権 
取立益等

37百万円

事業場閉鎖 
見込費用差額

187百万円

その他 7百万円

※３ 前期損益修正益の内訳は、次

のとおりである。

貸倒引当金
戻入益

13百万円

償却済債権
取立益等

40百万円

係争関係見込
費用差額

15百万円

その他 9百万円

※３ 前期損益修正益の内訳は、次

のとおりである。

貸倒引当金
戻入益

1百万円

償却済債権
取立益等

101百万円

事業場閉鎖
見込費用差額

187百万円

その他 7百万円

 

※４ 固定資産売却益の内訳は、次

のとおりである。

土地 1百万円

※４ 固定資産売却益の内訳は、次

のとおりである。

建物・構築物 3百万円

機械装置・運搬具・
工具器具備品

6百万円

土地 36百万円

 

※４ 固定資産売却益の内訳は、次

のとおりである。

土地 1百万円

 

※５ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりである。

建物・構築物 1百万円

土地 7百万円
 

※５ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりである。

建物・構築物 3百万円

土地 62百万円

※５ 固定資産売却損の内訳は、次

のとおりである。

建物・構築物 2百万円

機械装置・運搬具・ 
工具器具備品

39百万円

土地 7百万円



  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 ６ 当社グループの売上高は、通

常の営業の形態として、上半期

に比べ下半期に完成する工事の

割合が大きいため、連結会計年

度の上半期の売上高と下半期の

売上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季

節的変動がある。  

 当中間連結会計期間末に至る

一年間の売上高は次のとおりで

ある。

前連結会計年度
下半期

80,985百万円

当中間連結会計
期間

37,771百万円

合計 118,756百万円

 ６ 当社グループの売上高は、通

常の営業の形態として、上半期

に比べ下半期に完成する工事の

割合が大きいため、連結会計年

度の上半期の売上高と下半期の

売上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季

節的変動がある。 

 当中間連結会計期間末に至る

一年間の売上高は次のとおりで

ある。

前連結会計年度
下半期

84,575百万円

当中間連結会計
期間

42,876百万円

合計 127,452百万円

 ６     ―――――

 ７ 中間連結会計期間における税

金費用については、当社は簡便

法により、連結子会社は原則法

により計算しており、法人税等

調整額は「法人税、住民税及び

事業税」に含めて表示してい

る。なお、「法人税、住民税及

び事業税」に含めて表示した連

結子会社の法人税等調整額は、 

△９百万円である。

 ７ 中間連結会計期間における税

金費用については、当社は簡便

法により、連結子会社は原則法

により計算しており、法人税等

調整額は「法人税、住民税及び

事業税」に含めて表示してい

る。なお、「法人税、住民税及

び事業税」に含めて表示した連

結子会社の法人税等調整額は、

△55百万円である。

 ７     ―――――



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の総数に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りである。 

 単元未満株式の買取り              4,285株 

減少数の内訳は、次の通りである。 

 単元未満株式の買増請求による売渡し 4,098株 

 
３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 88,517,637 ― ― 88,517,637

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 94,295                4,285               4,098              94,482

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月26日 
定時株主総会

普通株式 265 3 平成18年３月31日 平成18年６月27日

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

(平成17年９月30日)

現金預金勘定 5,425百万円

預入期間が 
３ヶ月を超え 
る定期預金

―

現金及び 
現金同等物

5,425

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係

(平成18年９月30日)

現金預金勘定 5,913百万円

預入期間が
３ヶ月を超え 
る定期預金

―

現金及び 
現金同等物

5,913

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

(平成18年３月31日)

現金預金勘定 4,050百万円

預入期間が
３ヶ月を超え 
る定期預金

―

現金及び
現金同等物

4,050



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
・運搬具 
・工具器
具備品

972 453 519

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
・運搬具 
・工具器
具備品

840 377 463

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

取得価額 
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
・運搬具
・工具器
具備品

994 512 481

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 184百万円

１年超 335

 計 519

 なお、取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によ

り算定している。

 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 169百万円

１年超 294

 計 463

同  左
 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 170百万円

１年超 311

計 481

 なお、取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

いる。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 109百万円

減価償却費 
相当額

109百万円

支払リース料 96百万円

減価償却費
相当額

96百万円

 

支払リース料 217百万円

減価償却費
相当額

217百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同  左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同  左

（減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失

がないため、項目等の記載は省略し

ている。

（減損損失について）

同  左

（減損損失について）

同  左



(有価証券関係) 

 
前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
(注) 当中間連結会計期間において減損処理を行い、投資有価証券評価損６百万円を計上している。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

 
  

 
当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

 

有 価 証 券

取得原価
中間連結貸借
対照表計上額

差  額

(百万円) (百万円) (百万円)

(1) 株 式 563 1,980 1,416

(2) 債 券

社 債 20 25 5

(3) その他 604 682 77

合  計 1,188 2,688 1,499

非上場株式 172百万円

非上場優先出資証券 110百万円

その他 200百万円

有 価 証 券

取得原価
中間連結貸借
対照表計上額

差  額

(百万円) (百万円) (百万円)

(1) 株 式 539 2,448 1,908

(2) 債 券

社 債 7 10 2

(3) その他 524 610 85

合  計 1,072 3,069 1,997

非上場株式 172百万円

非上場優先出資証券 135百万円

匿名組合出資金 194百万円

 



 
前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

  

  

  
  
  

 

有 価 証 券

取得原価
連結貸借
対照表計上額

差  額

(百万円) (百万円) (百万円)

(1) 株 式 557 2,577 2,019

(2) 債 券

社 債 7 10 3

(3) その他 574 687 113

合  計 1,140 3,275 2,135

非上場株式 172百万円

非上場優先出資証券 135百万円

匿名組合出資金 194百万円

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 当社グループは、デリバティブ取

引にはヘッジ会計を適用しているた

め、記載を省略している。

同  左 同  左



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 
当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

建設事業 製造・販売等事業 計
消  去
又は全社

連 結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

  売 上 高

  (1) 外部顧客に 
    対する売上高

28,892 8,879 37,771 ― 37,771

  (2) セグメント間の内部
    売上高又は振替高

― 3,826 3,826 ( 3,826) ―

計 28,892 12,705 41,597 ( 3,826) 37,771

  営 業 費 用 30,280 12,763 43,043 ( 2,799) 40,244

  営 業 損 益 △ 1,388 △ 58 △ 1,446 ( 1,026) △ 2,472

建設事業 製造・販売等事業 計
消  去
又は全社

連 結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

  売 上 高

  (1) 外部顧客に 
    対する売上高

33,098 9,778 42,876 ― 42,876

  (2) セグメント間の内部
    売上高又は振替高

― 4,282 4,282 (  4,282) ―

計 33,098 14,060 47,159 (  4,282) 42,876

  営 業 費 用 34,290 14,035 48,326 ( 3,421) 44,905

  営 業 損 益 △  1,192 25 △ 1,167 (  861) △  2,028

建設事業 製造・販売等事業 計
消  去
又は全社

連 結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

  売 上 高

  (1) 外部顧客に 
    対する売上高

98,234 24,112 122,346 ― 122,346

  (2) セグメント間の内部
    売上高又は振替高

― 11,878 11,878 (11,878) ―

計 98,234 35,990 134,225 (11,878) 122,346

  営 業 費 用 97,141 34,109 131,251 (9,920) 121,330

  営 業 損 益 1,092 1,880 2,973 (1,957) 1,016



(注)  １ 事業区分の方法 

   日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。 

 ２ 各事業区分に属する主要な内容 

  ① 建 設 事 業 …… 舗装、土木、建築工事、その他建設工事全般に関する事業 

  ② 製造・販売等事業……アスファルト合材、その他舗装用材料の製造・販売等に関する事業 

   ３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、提出会社の本社管理部門

にかかる費用であり、前中間連結会計期間は1,016百万円、当中間連結会計期間は 878百万円、前連結会計年

度は1,960百万円である。 

      ４ 会計処理の変更   

    前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

         「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「（６）その他中間連結財務諸表（連結財務諸

表）作成のための基本となる重要な事項 売上高の計上基準」に記載のとおり、売上高の計上基準の変更を行

っている。   

        この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間の「建設事業」の売上高が、44百

万円多く、営業損失が４百万円少なく計上されている。 
  
    前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

      「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「（６）その他中間連結財務諸表（連結財務諸

表）作成のための基本となる重要な事項 売上高の計上基準」に記載のとおり、売上高の計上基準の変更を行

っている。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度の「建設事業」の売上高が、633百万

円、営業利益が 14百万円多く計上されている。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 在外子会社及び在外支店がないため、記載していない。 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 在外子会社及び在外支店がないため、記載していない。 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 在外子会社及び在外支店がないため、記載していない。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

 海外売上高が、連結売上高の 10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 海外売上高が、連結売上高の 10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 海外売上高が、連結売上高の 10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  



(１株当たり情報) 

  

 
(注)１株当たり当期純利益及び１株当たり中間純損失の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 461.89円 １株当たり純資産額 460.13円 １株当たり純資産額 479.93円

１株当たり中間純損失 15.90円 １株当たり中間純損失 15.81円 １株当たり当期純利益 5.95円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、中間純損失

が計上されており、また、潜在株式

がないため記載をしていない。

 同  左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載をしていない。

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純利益（百万円） ― ― 526

中間純損失（百万円） 1,405 1,397 ―

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） ― ― 526

普通株式に係る中間純損失（百万円） 1,405 1,397 ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 88,438 88,423 88,433



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区 分
注記
番号

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

   現金預金 3,765 4,917 3,279

   受取手形 ※４ 5,646 6,605 7,751

   完成工事未収入金 16,117 18,285 35,500

   売掛金 3,314 4,285 6,828

   未成工事支出金 19,059 18,144 9,814

   材料貯蔵品 666 629 649

   関係会社預け金 1,200 ― 993

   その他 ※3.4 4,456 4,784 3,451

   貸倒引当金 △ 290 △ 247 △ 598

    流動資産合計 53,938 59.5 57,404 61.4 67,671 64.9

Ⅱ 固定資産

   有形固定資産 ※１

    建物 6,317 6,075 6,244

    機械装置 3,564 2,913 3,131

    土地 15,414 15,307 15,668

    その他 1,161 1,151 1,122

    有形固定資産計 26,457 25,448 26,167

   無形固定資産 2,177 1,964 2,085

   投資その他の資産

    投資有価証券 3,334 3,838 3,990

    繰延税金資産 3,233 2,523 2,467

    その他 1,932 2,937 2,335

    貸倒引当金 △ 480 △ 671 △ 494

    投資その他の資産計 8,019 8,627 8,298

    固定資産合計 36,655 40.5 36,039 38.6 36,551 35.1

  資産合計 90,593 100.0 93,444 100.0 104,222 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区 分
注記
番号

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

   支払手形 ※４ 9,414 8,849 14,192

   工事未払金 13,440 16,072 20,334

   買掛金 3,691 5,036 8,104

   短期借入金 1,280 2,160 2,280

   一年以内償還の社債 ― 1,000 1,000 

   未払法人税等 102 99 124

   未成工事受入金 8,501 7,969 4,652

   完成工事補償引当金 51 73 52

   工事損失引当金 43 34 72

   その他 3,406 3,502 2,785

    流動負債合計 39,932 44.1 44,797 47.9 53,599 51.4

Ⅱ 固定負債

   社債 1,000 ― ―

   長期借入金 3,160 2,000 2,020

   退職給付引当金 4,226 3,756 4,065

   役員退職慰労引当金 145 205 175

   環境対策引当金 ― 23 ―

   その他 1,728 2,425 2,479

    固定負債合計 10,261 11.3 8,410 9.0 8,741 8.4

  負債合計 50,193 55.4 53,207 56.9 62,341 59.8



前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区 分
注記
番号

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

金 額
(百万円)

構成比
(％)

金 額 
(百万円)

構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 11,305 12.5 ― ― 11,305 10.9

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 10,857 ― 10,857

   資本剰余金合計 10,857 12.0 ― ― 10,857 10.4

Ⅲ 利益剰余金

   利益準備金 2,075 ― 2,075

   任意積立金 15,111 ― 15,111

   当期未処分利益 ― ― 1,823

   中間未処理損失 35 ― ―

   利益剰余金合計 17,150 18.9 ― ― 19,009 18.2

Ⅳ 土地再評価差額金 215 0.2 ― ― △ 536 △0.5

Ⅴ その他有価証券評価
  差額金

885 1.0 ― ― 1,263 1.2

Ⅵ 自己株式 △ 15 △0.0 ― ― △ 18 △0.0

  資本合計 40,399 44.6 ― ― 41,881 40.2

  負債資本合計 90,593 100.0 ― ― 104,222 100.0

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

   資本金 ― ― 11,305 12.1 ― ―

   資本剰余金

    資本準備金 ― 10,857 ―

    その他資本剰余金 ― 0 ―

   資本剰余金合計 ― ― 10,857 11.6 ― ―

   利益剰余金

    利益準備金 ― 2,075 ―

    その他利益剰余金

     特別償却準備金 ― 34 ―

      固定資産圧縮積立金 ― 269 ―

     別途積立金 ― 14,800 ―

     繰越利益剰余金 ― 305 ―

   利益剰余金合計  ― ― 17,484 18.7 ― ―

   自己株式 ― ― △ 18 △0.0 ― ―

     株主資本合計 ― ― 39,629 42.4 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

― ― 1,181 1.3 ― ―

   土地再評価差額金 ― ― △ 575 △0.6 ― ―

    評価・換算差額等合計 ― ― 606 0.7  ― ―

  純資産合計 ― ― 40,236 43.1 ― ―

  負債純資産合計 ― ― 93,444 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区 分
注記
番号

金 額 
(百万円)

百分比
(％)

金 額
(百万円)

百分比
(％)

金 額 
(百万円)

百分比
(％)

Ⅰ 売上高

   完成工事高 ※１ 26,352 31,228 92,103

   製品等売上高 7,528 33,881 100.0 8,488 39,717 100.0 21,661 113,764 100.0

Ⅱ 売上原価

   完成工事原価 26,168 30,808 87,760

   製品等売上原価 7,030 33,198 98.0 7,917 38,725 97.5 18,529 106,290 93.4

   売上総利益

   完成工事総利益 183 420 4,342

   製品等売上総利益 498 682 2.0 571 992 2.5 3,131 7,474 6.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,148 9.3 2,830 7.1 6,504 5.7

   営業利益 ― ― ― ― 969 0.9

   営業損失 2,466 △7.3 1,838 △4.6 ― ―

Ⅳ 営業外収益

   受取利息 5 9 12

   その他 56 62 0.2 42 52 0.1 169 181 0.1

Ⅴ 営業外費用

   支払利息割引料 47 ― 95

   支払利息 ― 42 ―

   社債利息 6 6 13

   その他 2 55 0.2 5 54 0.1 13 121 0.1

   経常利益 ― ― ― ― 1,029 0.9

   経常損失 2,459 △7.3 1,840 △4.6 ― ―

Ⅵ 特別利益 399 1.2 102 0.2 381 0.4

Ⅶ 特別損失 65 0.2 239 0.6 177 0.2

   税引前当期純利益 ― ― ― ― 1,233 1.1

   税引前中間純損失 2,126 △6.3 1,977 △5.0 ― ―

   法人税、住民税 
   及び事業税

△ 726 △2.2 △ 679 △1.7 774 0.7

   当期純利益 ― ― ― ― 459 0.4

   中間純損失 1,399 △4.1 1,297 △3.3 ― ―

   前期繰越利益 1,360 ― 1,360

   土地再評価差額金
   取崩額

2 ― 2

   当期未処分利益 ― ― 1,823

   中間未処理損失 35 ― ―



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
(注１)平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

(注２)土地再評価差額金取崩額である。 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益
剰余金
合計

特別償却
準備金

固定資産
圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日
残高（百万円）

11,305 10,857 ― 10,857 2,075 41 269 14,800 1,823 19,009 △18 41,154

中間会計期間中の
変動額

 特別償却準備金の
 積立(注１)

5 △5

 特別償却準備金の
 取崩(注１)

△12 12

 剰余金の配当(注１) △265 △265 △265

 中間純損失 △1,297 △1,297 △1,297

 自己株式の取得 △0 △0

 自己株式の処分 0 0 0 0

 株主資本以外の項目
 の中間会計期間中の
 変動額（純額）

(注２)
38

38 38

中間会計期間中の
変動額合計（百万円）

0 0 △6 △1,517 △1,524 △0 △1,524

平成18年９月30日
残高（百万円）

11,305 10,857 0 10,857 2,075 34 269 14,800 305 17,484 △18 39,629

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券 
評価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日
残高（百万円）

1,263 △536 726 41,881

中間会計期間中の
変動額

 特別償却準備金の
 積立(注１)

 特別償却準備金の
 取崩(注１)

 剰余金の配当(注１) △265

 中間純損失 △1,297

 自己株式の取得 △0

 自己株式の処分 0

 株主資本以外の項目
 の中間会計期間中の
 変動額（純額）

△81 △38 △119 △81

中間会計期間中の
変動額合計（百万円）

△81 △38 △119 △1,644

平成18年９月30日
残高（百万円）

1,181 △575 606 40,236



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

有価証券

① 子会社株式及び関連会社

株式

  移動平均法による原価法

有価証券

① 子会社株式及び関連会社

株式

同  左

有価証券

① 子会社株式及び関連会社

株式

同  左

② その他有価証券

  時価のあるもの

 中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定)

  時価のないもの

 移動平均法による原

価法

② その他有価証券

  時価のあるもの

 中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定)

  時価のないもの

 移動平均法による原

価法

② その他有価証券

  時価のあるもの

 期末日の市場価格等

に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定）

  時価のないもの

 移動平均法による原

価法

デリバティブ

  時価法

デリバティブ

  時価法

たな卸資産

① 未成工事支出金

  個別法による原価法

② 材料貯蔵品

  移動平均法による原価法

たな卸資産

① 未成工事支出金

同  左

② 材料貯蔵品

同  左

たな卸資産

① 未成工事支出金

同  左

② 材料貯蔵品

同  左

２ 固定資産の減価償

却の方法

有形固定資産

 建物(建物附属設備は除

く)は定額法、建物以外につ

いては定率法によってお

り、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規

定する方法と同一の基準に

よっている。

有形固定資産

同  左

有形固定資産

同  左

無形固定資産及び
長期前払費用
 定額法によっており、耐

用年数または償却期間につ

いては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっ

ている。

 ただし、自社利用のソフ

トウエアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によって

いる。

無形固定資産及び

長期前払費用

同  左

無形固定資産及び

長期前払費用

同  左



前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸

倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上してい

る。

貸倒引当金

同  左

貸倒引当金

同  左

完成工事補償引当金

 完成工事にかかるかし担

保の費用に備えるため、当

中間会計期間末に至る１年

間の完成工事高に対し、過

去の一定期間における補償

実績率による算定額を計上

している。

完成工事補償引当金

同  左

完成工事補償引当金 

 完成工事にかかるかし担

保の費用に備えるため、過

去の一定期間における補償

実績率による算定額を計上

している。

工事損失引当金

 受注工事にかかる将来の

損失に備えるため、当中間

会計期間末手持工事のうち

損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見

積もることが出来る工事に

ついて、損失見込額を計上

している。

工事損失引当金

     同  左

工事損失引当金

 受注工事にかかる将来の

損失に備えるため、当事業

年度末手持工事のうち損失

の発生が見込まれ、かつ、

その金額を合理的に見積も

ることができる工事につい

て、損失見込額を計上して

いる。

退職給付引当金

 従業員及び執行役員の退

職給付に備えるため、従業

員については当事業年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を、また、執行役員

については内規に基づく当

中間会計期間末要支給額を

計上している。

 過去勤務債務は、その発

生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法に

より費用処理している。

 数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(10年)に

よる定率法により按分した

額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理してい

る。

退職給付引当金

同  左

退職給付引当金 

 従業員及び執行役員の退

職給付に備えるため、従業

員については当事業年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、また、執行役員につい

ては内規に基づく期末要支

給額を計上している。 

 過去勤務債務は、その発

生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法に

より費用処理している。 

 数理計算上の差異は、各

期の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(10年)による定

率法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理している。

役員退職慰労引当金

 取締役及び監査役の退職

慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく当中間会

計期間末要支給額を計上し

ている。

役員退職慰労引当金

同  左

役員退職慰労引当金 

 取締役及び監査役の退職

慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支

給額を計上している。



 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

    ―――――- 環境対策引当金

 「ポリ塩化ビフェニル廃

棄物の適正な処理の推進に

関する特別措置法」によっ

て処理することが義務付け

られているＰＣＢ廃棄物の

処理に備えるため、その処

理費用見込額を計上してい

る。

   ―――――-

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引にかかる方

法に準じた会計処理によっ

ている。

同  左 同  左

５ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

 外貨建予定取引にかかる

為替予約については、繰延

ヘッジ処理によっている。

また、特例処理の要件を満

たす金利スワップについて

は当該処理方法によってい

る。

① ヘッジ会計の方法

 金利スワップの特例処理

の要件を満たしているた

め、当該処理方法によって

いる。 

① ヘッジ会計の方法

 外貨建予定取引にかかる

為替予約については、繰延

ヘッジ処理によっている。

また、特例処理の要件を満

たす金利スワップについて

は、当該処理方法によって

いる。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

 デリバティブ取引

 (金利スワップ及び

  為替予約)

ヘッジ対象

 相場変動等による損失の

可能性がある資産又は負債

のうち、相場変動等が評価

に反映されていないもの及

びキャッシュ・フローを固

定することにより、相場変

動等による損失の可能性が

回避されるもの。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

 デリバティブ取引 

 (金利スワップ)

 

ヘッジ対象

 キャッシュ・フローを固

定することにより、相場変

動等による損失の可能性が

回避されるもの。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

 デリバティブ取引

 (金利スワップ及び

 為替予約)

ヘッジ対象

 相場変動等による損失の

可能性がある資産又は負債

のうち、相場変動等が評価

に反映されていないもの及

びキャッシュ・フローを固

定することにより、相場変

動等による損失の可能性が

回避されるもの。

③ ヘッジ方針

 金利変動リスクの減殺並

びに金融費用及び為替リス

クの低減を目的とし、為替

予約取引及びデリバティブ

取引の執行と管理に関する

権限・責任・実務内容等を

定めた内規に基づいた運用

を実施している。

③ ヘッジ方針

 金利変動リスクの減殺並

びに金融費用の低減を目的

とし、デリバティブ取引の

執行と管理に関する権限・

責任・実務内容等を定めた

内規に基づいた運用を実施

している。 

③ ヘッジ方針

 金利変動リスクの減殺並

びに金融費用及び為替リス

クの低減を目的とし、為替

予約取引及びデリバティブ

取引の執行と管理に関する

権限・責任・実務内容等を

定めた内規に基づいた運用

を実施している。

④ ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ手段とヘッジ対象

の時価変動額比率によって

有効性を評価し、６ヶ月毎

に有効性の検証を実施して

いる。

④ ヘッジ有効性評価の方法

 特例処理によっているた

め、ヘッジ有効性の評価を

省略している。

④ ヘッジ有効性評価の方法

 ヘッジ手段とヘッジ対象

の時価変動額比率によって

有効性を評価し、６ヶ月毎

に有効性の検証を実施して

いる。



  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

６ その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項

完成工事高の計上基準

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっている

が、長期大型工事（請負金

額５億円以上かつ工期１年

超の工事）に限り、工事進

行基準によっている。

完成工事高の計上基準

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっている

が、長期大型工事（請負金

額５億円以上かつ工期１年

超の工事）に限り、工事進

行基準によっている。

完成工事高の計上基準

 完成工事高の計上は、工

事完成基準によっている

が、長期大型工事（請負金

額５億円以上かつ工期１年

超の工事）に限り、工事進

行基準によっている。

（会計処理の変更） 

 完成工事高の計上は、従

来、工事完成基準を原則と

して、請負金額10億円以上

かつ工期１年超の工事に限

り工事進行基準によってい

たが、当中間会計期間に着

手した工事より、工事進行

基準の適用範囲を請負金額

５億円以上の工事に拡大し

た。 

 この変更は、受注環境の

変化により工事の請負金額

が小型化傾向にあり、今後

もその傾向が継続すると見

込まれることから、国際的

な会計基準の動向を踏ま

え、期間損益計算のより一

層の適正化を図るために行

ったものである。 

 この変更により、従来の

基準によった場合に比べ、

完成工事高が 44百万円及び

売上総利益が４百万円それ

ぞれ多く、営業損失、経常

損失及び税引前中間純損失

がそれぞれ４百万円少なく

計上されている。

 

  

 

 

 

 

 

 

（会計処理の変更）

 完成工事高の計上は、従

来、工事完成基準を原則と

して、請負金額10億円以上

かつ工期１年超の工事に限

り工事進行基準によってい

たが、当事業年度に着手し

た工事より、工事進行基準

の適用範囲を請負金額５億

円以上に拡大した。 

 この変更は、受注環境の

変化により工事の請負金額

が小型化傾向にあり、今後

もその傾向が継続すると見

込まれることから、国際的

な会計基準の動向を踏ま

え、期間損益計算のより一

層の適正化を図るために行

ったものである。 

 この変更により、従来の

基準によった場合に比べ、

完成工事高が633百万円、売

上総利益、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益

がそれぞれ14百万円多く計

上されている。

消費税等の会計処理

 消費税等に相当する額の

会計処理は、税抜方式によ

っている。

消費税等の会計処理

同  左

消費税等の会計処理

同  左



会計処理の変更 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

    ――――――――― 

 

 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、40,236百万円である。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成している。

    ――――――――― 

 

 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、35,144百万円である。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、35,119百万円である。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、35,105百万円である。

 ２ 保証債務

   下記の会社の銀行借入金等に

ついて保証を行っている。

 ２ 保証債務

   下記の会社の銀行借入金等に

ついて保証を行っている。

 ２ 保証債務

   下記の会社の銀行借入金等に

ついて保証を行っている。

 

㈱ボー 1百万円

加賀アスコン㈱ 866

計 868

加賀アスコン㈱ 801百万円

羽田空港国際線
エプロンＰＦＩ㈱

5

計 806

 

加賀アスコン㈱ 768百万円

※３ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してい

る。

※３ 消費税等の取扱い

同  左

※３    ―――――

※４    ――――― ※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交換

日をもって決済処理している。 

 なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含ま

れている。  

受取手形      558百万円 

流動資産「その他」  

（営業外受取手形） 68百万円 

支払手形      69百万円

※４    ―――――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次の通りである。 

   単元未満株式の買取り         4,285株 

  減少数の内訳は、次の通りである。 

   単元未満株式の買増請求による売渡し  4,098株 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 工事進行基準による完成工事

高は、1,068百万円である。

※１ 工事進行基準による完成工事

高は、3,375百万円である。

※１ 工事進行基準による完成工事

高は、 3,919百万円である。

 ２ 当社の売上高は、通常の営業

の形態として、上半期に比べ下

半期に完成する工事の割合が大

きいため、事業年度の上半期の

売上高と下半期の売上高との間

に著しい相違があり、上半期と

下半期の業績に季節的変動があ

る。 

 当中間会計期間末に至る一年

間の売上高は次のとおりであ

る。

 ２ 当社の売上高は、通常の営業

の形態として、上半期に比べ下

半期に完成する工事の割合が大

きいため、事業年度の上半期の

売上高と下半期の売上高との間

に著しい相違があり、上半期と

下半期の業績に季節的変動があ

る。 

 当中間会計期間末に至る一年

間の売上高は次のとおりであ

る。

 ２    ―――――

前事業年度下半期 76,757百万円

当中間会計期間 33,881

計 110,638

前事業年度下半期 79,883百万円

当中間会計期間 39,717

計 119,601

 ３ 中間会計期間における税金費

用については、簡便法による税

効果会計を適用しているため、

法人税等調整額は「法人税、住

民税及び事業税」に含めて表示

している。

 ３    同  左  ３    ―――――

 ４ 減価償却実施額

   有形固定資産 723百万円

   無形固定資産 117百万円
 

 ４ 減価償却実施額

   有形固定資産 595百万円

   無形固定資産 121百万円
 

 ４ 減価償却実施額

  有形固定資産 1,456百万円

  無形固定資産 237百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 94,295 4,285 4,098 94,482



(リース取引関係) 

  

 
  

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時

価のあるものはない。 

   

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

取得価額 

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

中間期末

残高 

相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

そ の 他

(車両運搬具)
35 21 13

そ の 他 

(工具器具 

・備 品)

972 453 519

合 計 1,077 474 532

取得価額

相当額

減価償却

累計額 

相当額

中間期末

残高 

相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

そ の 他

(車両運搬具)
28 22 6

そ の 他 

(工具器具 

・備 品)

805 361 443

合 計 834 384 449

取得価額 

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

期末残高

相当額

(百万円) (百万円) (百万円)

そ の 他

(車両運搬具)
35 25 9

そ の 他 

(工具器具 

・備 品)

952 498 453

合 計 987 523 463

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

 ② 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 190百万円

１年超 342

計 532

１年内 165百万円

１年超 284

計 449

１年内 167百万円

１年超 296

計 463

 なお、取得価額相当額及び未経過

リース料中間期末残高相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によ

り算定している。

同  左  なお、取得価額相当額及び未経過

リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

いる。

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 112百万円

減価償却費相当額 112百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 96百万円

減価償却費相当額 96百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 214百万円

減価償却費相当額 214百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同  左

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同  左

（減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失

がないため、項目等の記載は省略し

ている。

（減損損失について）

同  左

（減損損失について）

同  左



(１株当たり情報) 

  

 
(注)１株当たり当期純利益及び１株当たり中間純損失の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 
  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 456.84円 １株当たり純資産額 455.05円 １株当たり純資産額 473.65円

１株当たり中間純損失 15.82円 １株当たり中間純損失 14.68円 １株当たり当期純利益 5.19円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、中間純損失

が計上されており、また、潜在株式

がないため記載をしていない。

同  左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載をしていない。

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当期純利益（百万円） ― ― 459

中間純損失（百万円） 1,399 1,297 ―

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） ― ― 459

普通株式に係る中間純損失（百万円） 1,399 1,297 ―

普通株式の期中平均株式数（千株） 88,438 88,423 88,433



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第49期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月26日関東財務局長に提出。

  

  



該当事項なし。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



 

  

平成17年12月８日

大成ロテック株式会社 

取締役社長 氏 原 完 典 殿 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大成ロテック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、大成ロテック株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(６)に記載されているとおり、中間連結財務

諸表提出会社は、完成工事高の計上基準における工事進行基準の適用範囲を変更し、一部の連結子会社は、

工事進行基準を新たに適用した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  望  月  正  芳  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  佐  野     裕  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  富  永  貴  雄  ㊞

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管している。



 

  

平成18年12月７日

大成ロテック株式会社 

取締役社長 氏 原 完 典 殿 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大成ロテック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、大成ロテック株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  中  里  猛  志  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  佐  野     裕  ㊞

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管している。



 

  

平成17年12月８日

大成ロテック株式会社 

取締役社長 氏 原 完 典 殿 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大成ロテック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第49期事業年度の中間会計期

間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間

損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、大成ロテック株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

追記情報 

「中間財務諸表作成の基本となる重要な事項」６に記載されているとおり、会社は、完成工事高の計上基準におけ

る工事進行基準の適用範囲を変更した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  望  月  正  芳  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  佐  野     裕  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  富  永  貴  雄  ㊞

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管している。



 

  

平成18年12月７日

大成ロテック株式会社 

取締役社長 氏 原 完 典 殿 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている大成ロテック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第50期事業年度の中間会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、大成ロテック株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の中間監査報告書

あ ず さ 監 査 法 人

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  中  里  猛  志  ㊞

指 定 社 員 
業務執行社員

公認会計士  佐  野     裕  ㊞

※ 上記は、当社（半期報告書提出会社）が中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その

原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管している。
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